
○交付限度額及び交付決定額（単位：円）

○項目別交付金充当額（単位：円）

Ⅰ.新型コロナウイルス感染症の拡大防止

医療提供体制の強化

感染防止策の徹底

事業者への支援

生活・暮らしへの支援

安全・安心を確保した社会経済活動の再開

Ⅲ.未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動

地方を活性化し、世界とつながる「デジタル田園都市国家構想」

Ⅳ.原油価格高騰対策等

エネルギー・原材料・食料等安定供給対策

コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援

ウィズコロナ下での感染症対応の強化 1,179,107,036 682,167,000

合計 8,375,967,995 5,788,147,000

168,905,742 150,683,000

1,284,065,000 500,425,000

6,443,333,591 4,784,117,000

原油価格高騰対策 3,811,255,813 3,450,842,000

258,149,940 191,430,000

258,149,940 191,430,000

Ⅱ.「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と
　　次なる危機への備え

68,159,078 67,380,000

68,159,078 67,380,000

761,236,800 208,960,000

75,865,369 55,740,000

72,008,869 72,000,000

697,214,348 408,520,000

項　目 事業費 交付金充当額

1,606,325,386 745,220,000

交付決定額　　　　（①－②） 5,788,147,000

令和４年度 新潟市 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 活用状況等

交付限度額　　　　　　（①） 6,248,147,000

令和５年度へ持越した額（②） 460,000,000



令和４年度 新潟市 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業 効果検証結果

1 政策企画部 政策調整課 地域の魅力発信事業

　コロナ禍の収束を見据え、地域行
事で頑張る市民の姿を活用して発
信するなど、人と人との大切さや地
域力の素晴らしさの一端に、多くの
市民が触れる取り組みを企画・実
施するもの。

3,000,000 3,000,000 R4.5.19 R4.8.31
③-Ⅰ-５．生活・暮らしへ
の支援

　コロナ禍で多くの地域行事が中止となったが、改め
て地域行事を通じた地域での関わりの重要性を伝え
るとともに、地域力向上のための機運醸成を図った。

2 市民生活部 男女共同参画課
男性の家庭活躍推進
事業（地域女性活躍推
進交付金）

　新型コロナウイルス感染症感染
拡大に伴い、働き方が変化してい
る機会をとらえ、男性の育児休業
取得促進を図る。

11,090,900 10,340,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅱ-１．安全・安心を確
保した社会経済活動の再
開

　新型コロナウイルス感染症の影響で、祖父母など
他の家族から育児への協力を得ることができない状
況の夫婦に対し、父親の育児休業取得の後押しをす
ることができた。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響等により、
働き方や家庭のあり方が変化している機会をとらえ、
夫婦向けオンラインワークショップや企業の経営者・
管理職向け研修、男女共同参画実態調査を実施し、
個人及び企業へ啓発を行うとともに、実態把握を
行った。
　新潟市内の男性の育児休業取得率は令和3年度
の調査では、24.3％であったが、令和4年度は32.7％
と8.4ポイント上昇し、事業の実施が男性の育児休業
の取得及び育児参画の促進に寄与した。

3 市民生活部 男女共同参画課
女性つながりサポート
事業（地域女性活躍推
進交付金）

　新型コロナウイルス感染症の影
響等により、孤独や孤立で不安を
抱えながらも支援が届いていない
女性に対し、NPO等の団体の知
見・能力を活用し、相談窓口の周
知や、アウトリーチ型支援、女性の
居場所づくりなどの女性に寄り添っ
た支援を行うとともに、相談関係機
関のネットワークを強化する。

3,442,707 1,720,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-５．生活・暮らしへ
の支援

　新型コロナウイルス感染症の影響により様々な困
難や不安を抱える女性を対象に、アウトリーチ型の
訪問相談、女性の居場所づくり等の事業を実施した
ほか、相談・支援機関と市の関係部署で連携会議を
開催した。
　相談機関同士の連携により相談者に対して多様な
ニーズに沿った相談や助言を行うことができた。女性
の居場所づくりでは孤立・不安を抱えた女性達同士
が支え合う「ピアサポート」的な関係を形成することが
できた。

4 福祉部 福祉総務課
緊急小口特例貸付利
用者支援給付金事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響を受け、休業等により収入が減
少し生活に困窮する住民の負担を
軽減するために給付金を支給す
る。

22,727,857 22,720,000 R4.4.1 R4.12.31
③-Ⅰ-５．生活・暮らしへ
の支援

　要件に該当する世帯の77％程度の支給件数とな
り、給付金を利用した世帯に対して、自立に向けた負
担軽減と生活の安定を図るための支援ができた。

5 福祉部 福祉総務課

生活困窮者自立相談
支援事業（新型コロナ
ウイルス感染症セーフ
ティネット強化交付金）

　新型コロナウイルス感染症の影
響による住居確保給付金の申請件
数及び生活困窮関係相談件数の
増加に対応するため、区に配置さ
れている生活支援相談員を加配す
る。また、自立相談支援機関の相
談員を加配する。

14,694,472 3,170,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-５．生活・暮らしへ
の支援

　感染症拡大前と比較すると、相談件数が高止まり
となっているが、相談件数に応じた体制としたことで、
個別の状況に応じた支援が実施でき、就労につな
がった人は増加した。

6 こども未来部 こども政策課
ひまわりクラブ人件費
（分散運営）（子ども・
子育て支援交付金）

　児童の密集を避けるため、小学
校のコンピューター教室や体育館
等を活用して分散運営を行うクラブ
において、支援員を増員するため
の費用（人件費）を補正するもの。

41,266,000 13,750,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　小学校のコンピューター教室や体育館等を活用し
て児童の密集を避ける分散運営を行ったことで、新
型コロナウイルス感染症対策を図りながら、継続的
に放課後児童クラブの運営を行うことができた。

交付金
充当額

(円)

事業開始
年月日

事業完了
年月日

経済対策との関係 効果検証結果
総事業費

(円)

実施
計画
No.

部区 所管課 事業名 事業概要
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令和４年度 新潟市 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業 効果検証結果
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7 こども未来部 保育課
保育施設等感染症対
策（保育対策総合支援
事業費補助金）

　保育所等において、新型コロナウ
イルス感染症に対する強い体制を
整え、感染症対策を徹底しつつ、
事業を継続的に提供していくため、
感染防止用の備品購入や、職員が
感染症対策の徹底を図りながら保
育を継続的に実施してくために必
要な経費を補助する。

133,941,111 67,470,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　各事業者において本補助事業を活用し、感染防止
用の備品等を購入することで、感染症に対する体制
を強化できた。

8

こども未来部
東区
中央区
秋葉区

保育課
東区
中央区
秋葉区

保育施設等感染症対
策（子ども・子育て支
援交付金）

　保育所等において、新型コロナウ
イルス感染症に対する強い体制を
整え、感染症対策を徹底しつつ、
事業を継続的に提供していくため、
感染防止用の備品購入や、職員が
感染症対策の徹底を図りながら保
育を継続的に実施してくために必
要な経費を補助する。

66,087,341 21,970,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　各事業者において本補助事業を活用し、感染防止
用の備品等を購入することで、感染症に対する体制
を強化できた。

9 経済部 商業振興課
走りだす商店街支援
事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響を受けた商店街の事業継続と集
客回復のため、店舗だけに限った
販売方法から移動販売車など新し
い販路を開拓する取り組みや、商
店街内での移動販売等によるにぎ
わい創出など、商店街の魅力を発
信するための事業を支援する。

2,542,000 1,000,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化
し、世界とつながる「デジ
タル田園都市国家構想」

　商店街のにぎわい創出につながるキッチンカー事
業や移動販売事業を支援することができた。

10 経済部 企業誘致課
中小企業生産性向上・
グリーン設備投資補助
金

　中小企業者の生産性の向上に加
え，地域未来構想20に掲げられて
いる脱炭素社会への移行に向けた
取り組みを支援し，もって新型コロ
ナウイルス感染症による経済危機
にも対応できるよう本市産業の競
争力強化を図る。

30,263,000 30,260,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化
し、世界とつながる「デジ
タル田園都市国家構想」

　設備投資前後の作業効率・省エネ効果・CO2排出
量を比較した結果、1事業者あたり55.18%の作業効率
化、55.54%の省エネ効果の向上、52.45%のCO2排出
量削減を図ることができ、市内産業の生産性向上及
び脱炭素化の取組みの促進に繋がった。

11 農林水産部 農林政策課
元気な農業応援事業
（米対策支援）

　新型コロナウイルス感染拡大の
影響による労働力不足や食料供給
が不安定になる中、農産物の安定
供給を図るため、強靭で効率的な
生産体制の強化に取り組む農業者
の機械整備に係る経費を支援す
る。

305,844,000 17,410,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　スマート農業機械等の導入を推進したことにより、
農業生産の省力化、効率化に向けた取組が加速し
た。

12 農林水産部 農林政策課
元気な農業応援事業
（園芸等対策支援）

　新型コロナウイルス感染拡大の
影響による労働力不足や食料供給
が不安定になる中、農産物の安定
供給を図るため、強靭で効率的な
生産体制の強化に取り組む農業者
の機械整備に係る経費を支援す
る。

264,073,000 1,520,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　スマート農業機械等の導入を推進したことにより、
農業生産の省力化、効率化に向けた取組が加速し
た。

13 農林水産部 農林政策課
収入保険加入促進事
業

　新型コロナウイルス感染症の影
響による農作物の価格変動等に備
えるため農業経営収入保険の加入
を促進し、経営の安定化を図る。

2,461,799 2,460,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　収入保険の新規加入者の増加により、農産物の価
格変動等のリスクへの備えを進めることができた。
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17 中央区 中央区
新潟駅周辺トイレ改修
事業（花園・南口東側
連絡通路側トイレ）

　飛沫拡散防止対策として、利用
者の多い新潟駅周辺のトイレを和
式トイレからふた付きの洋式トイレ
に更新、洗面器を自動水栓化する
ことで衛生環境の向上を図る。

45,337,600 45,330,000 R4.5.23 R5.3.14
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　和式トイレからふた付きの洋式トイレに更新し、洗
面器を自動水栓化することで飛沫拡散防止対策を行
うことができた。

18 南区 南区
Live！at白根大凧合
戦

　混雑時の入場制限も含め、新型
コロナウイルス感染症の対策を施
し開催される白根大凧合戦をサ
ポートする。新型コロナウイルス感
染症を懸念して来場できない方に
向けたライブ配信や、インバウンド
向け映像制作・配信などを実施す
る。広く国内外に白根大凧合戦をＰ
Ｒし、ウィズコロナ・ポストコロナに
おける誘客につなげる。

2,082,550 2,080,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅱ-１．安全・安心を確
保した社会経済活動の再
開

　2日間のライブ配信のYouTube再生回数は2.5万回
となり広く国内外へPRできた。
　コロナ禍で実際に会場へ行けなくても、現地の熱気
が感じられた。また上空からのドローン映像は良かっ
たとの意見が多数寄せられた。

20 教育委員会 学校支援課
情報通信技術支援員
配置事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響により、学校の臨時休業等の期
間中も学習機会が確保できるよう
GIGAスクール構想の拡充のため、
情報通信技術支援員を配置しま
す。

95,000,000 95,000,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅲ-２．地方を活性化
し、世界とつながる「デジ
タル田園都市国家構想」

　情報通信技術支援員により授業開始時のICT機器
の準備、授業中の児童生徒への操作の支援などが
行われ、学習機会の確保につながった。

21 教育委員会 中央図書館 電子図書館事業

　接触機会の低減など、新型コロ
ナウイルス感染症対策として非来
館型サービスの充実を図るため、
インターネットを通して貸出・閲覧
ができる電子図書館サービスを拡
充する。

5,609,962 5,600,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅱ-１．安全・安心を確
保した社会経済活動の再
開

・非来館でも読書ができる環境を提供できた。また、
ICTを活用した学習の推進に対応するため、学校へ
の働きかけを行った。
・R5年3月末時点での実績は以下のとおり。
蔵書点数：3,659点
貸出冊数：29,879冊
貸出人数：22,557人
・さらに市民に利用していただくため、効果的な広報
を実施していく。

25 福祉部 福祉総務課
学習・生活支援事業の
弁当配布事業

　生活困窮世帯の子どもを対象と
した学習会の参加者に弁当を配布
し、参加意欲を喚起するとともに、
新型コロナウイルス感染症の影響
により生活が困窮している世帯へ
食生活・栄養面に関する支援を行
う。

2,086,301 2,080,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-５．生活・暮らしへ
の支援

　全ての学習会参加者に弁当を配布し、新型コロナ
ウイルス感染症の影響で困窮している世帯へ食生
活・栄養面に関する支援を行うことが出来た。

27 福祉部 保険年金課
（国保特会繰出金）国
保料減免に係る事務
支援等業務

　新型コロナウイルス感染症の影
響により減収した国民健康保険加
入者の減免に関する問い合わせ
対応及び書類審査の一部を業務
委託することで事務処理の迅速化
を図る。

3,145,862 3,140,000 R4.7.1 R4.9.30
③-Ⅰ-５．生活・暮らしへ
の支援

　郵送申請に対する減免処理を迅速・適切に進める
ことで、対面申請手続きに伴う感染リスクの低減に寄
与することができた。
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29 危機管理防災局 防災課 地域防災力育成事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響により、自主防災組織が行う防
災訓練が規模縮小などの対応を取
らざるを得ない状況下においても、
地域で行う防災訓練は重要である
ことから、訓練実施を検討してもら
えるよう、少人数での開催や複数
日に分散させるなどの感染リスク
低減のための措置を講じる訓練に
対し、訓練助成の内容を拡充す
る。

11,000,000 11,000,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　令和4年度の防災訓練参加者数は、前年比約1.8倍
の29,224人となり、助成制度を拡充したことでより多く
の地域で、感染リスク低減措置を講じた防災訓練を
実施することができた。

30 観光・国際交流部 観光政策課
バンケット利用促進事
業

　県内団体及び法人が開催する
ミーティングの会場費を助成するこ
とで、新型コロナウイルス感染症の
影響により稼働率が低迷している
市内の旅館・ホテル等のバンケット
の利用を促進し、交流人口の拡大
に資する都市機能を維持するとと
もに、助成対象を県内とすること
で、宿泊需要を喚起し地域経済の
活性化につなげる。

12,916,000 12,910,000 R4.6.1 R5.3.17
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　コロナ禍の影響で稼働が低迷する旅館やホテルな
どのバンケット施設の利用を促す契機となり、好評価
をいただくことができた。

31 経済部 産業政策課
事業基盤強化支援事
業（新潟IPC財団補助
金）

　新型コロナウイルス感染症の影
響により、経営改善が必要な市内
中小企業者の取組みを後押しする
ため、個別の状況に応じた専門性
の高いコンサルティングの実施に
より、経営課題の解決や事業転換
を支援する。

1,545,000 1,540,000 R4.6.1 R5.3.31
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　外部専門家のコンサルティング（11事業者に支援
実施）やセミナー（参加者38名）により、新規事業開
発における情報収集を効果的に支援できた。

32 経済部 産業政策課
新事業展開サポート
事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響により、従前の事業規模が縮小
するなどビジネスモデルの転換に
よる経営改善が必要な市内中小企
業者の取組みを後押しするため、
新事業展開や、事業再構築にかか
る経費の一部を補助する。

67,737,904 67,730,000 R4.6.17 R5.3.31
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　22事業者に対して支援を実施し、市内事業者の新
事業展開や事業再構築の取組みを後押しすることが
できた。

33 農林水産部 中央卸売市場
（市場特会繰出金）中
央卸売市場業務継続
使用料減免事業

 新型コロナウイルス感染症対策等
の影響により、売上が減少した場
内業者に対し、施設使用料を減免
することで業務継続を支援する。

11,627,086 11,620,000 R4.6.1 R5.3.31
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　施設使用料を減免することにより、場内業者の負
担軽減に繋がり、業務継続を支援することができた。
・対象事業者の廃業件数　０件

34 教育委員会 学務課

オンライン授業配信用
端末整備事業（学校保
健特別対策事業費補
助金）

　学級に配信用ICT端末を整備す
ることで、新型コロナウイルス感染
症の不安等でやむを得ず登校でき
ない子どもにオンライン授業ができ
る環境を整える。

130,344,940 65,170,000 R4.6.28 R4.11.30
③-Ⅲ-２．地方を活性化
し、世界とつながる「デジ
タル田園都市国家構想」

　端末の活用により、オンラインで授業を配信。やむ
を得ず登校ができない児童生徒が授業を受けること
ができる環境の整備が図られた。

35 教育委員会 保健給食課

学校における感染症
対策等事業（学校保健
特別対策事業費補助
金）

　学校教育活動の着実な継続のた
め、児童生徒等の新型コロナウイ
ルス感染症対策に必要となる物品
を整備する。

117,142,406 58,570,000 R4.6.10 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　各学校において、感染対策に必要な備品・衛生用
品等を整備することで、感染リスクを抑えながら、教
育活動を円滑に継続できた。
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36 教育委員会 学校人事課
スクール・サポート・ス
タッフ配置事業

　学校における新型コロナウイルス
感染症の感染防止体制の維持と、
消毒作業に係る教職員の負担増
加抑制のため、教員業務支援員未
配置校へスクール・サポート・スタッ
フを配置する。

37,592,000 37,590,000 R4.4.1 R4.7.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

・スクール・サポート・スタッフが消毒や健康観察の結
果集約の作業を担うことによって教員の業務負担が
軽減した。
・また、教材研究や生徒指導等、教員の本来業務に
注力することができた。

37 西蒲区 西蒲区
にしかん宿泊&日帰り
割引プラン支援事業

　長引く新型コロナウイルス感染拡
大により、著しく落ち込んだ観光需
要を取り戻すために、岩室温泉・田
ノ浦温泉・角田山温泉の旅館・ホテ
ルを対象に宿泊又は日帰りを対象
とした利用料金の割引を実施し、
観光消費の拡大を図ることを目的
とする。

26,722,800 26,720,000 R4.4.1 R4.8.30
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　新型コロナウイルス感染症の影響のなかった、令
和元年度と比較して104％増となり、利用者数回復が
図られた。

38 観光・国際交流部 観光政策課
新潟まつり市民参画プ
ロジェクト

　「新しい生活様式」下でのイベント
開催支援として、7月1日（金）～8月
10日（水）に新潟市内で開催する新
潟まつりの関連イベントを支援し、
新潟まつりへの市民の参加意識や
ワクワク感を醸成するとともに、開
催期間にとどまらない消費喚起や
需要拡大につなげ、「ウィズコロナ」
下での社会経済活動の再開等の
活性化を図る。

42,049,211 42,040,000 R4.5.31 R4.12.28
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　市内各所で行われた各プロジェクトに11万人以上
が参加し、新潟まつりの機運を盛り上げたほか、多く
の子ども・若者が参加することで、コロナ禍での社会
経済活動の再開に貢献した。

39 観光・国際交流部 観光政策課
観光関連事業者支援
事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響により、観光需要が未だ十分回
復しない中、物価や燃料価格高騰
の影響も加わり、厳しい経営状況
が続いている宿泊施設、旅行事業
者などに対して支援金を交付す
る。

112,800,000 112,800,000 R4.7.1 R4.8.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

・宿泊事業者緊急支援事業、旅行事業者緊急支援
事業については、申請者から「この時期に支援金を
いただけるのは大変ありがたい」との声を多数いただ
いたことから、事業継続の一助になったと評価でき
る。
・新型コロナウイルス感染症の影響及び燃料費等の
値上げにより、経営状況の悪化が長期化している観
光バス・観光旅客船事業者に対して、事業継続に向
けた支援ができた。

41 こども未来部 こども政策課
物価高騰に対応した
子育て世帯支援事業

　コロナ禍における原油価格や物
価高騰による小中学校や保育施設
等の給食費などの値上げを踏ま
え、子育て世帯へ児童1人あたり1
万円分の商品券を配布する。

960,309,169 696,293,000 R4.7.1 R4.12.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　物価高騰に苦しむ子育て世帯を経済的に支援する
ことができた。

43 農林水産部 農林政策課
施設園芸省エネル
ギー化支援事業

　コロナ禍における原油価格高騰
により、生産費に占める燃料費の
割合が大きい施設農業者の負担
が増加していることから、施設園芸
農業者が安定した経営継続のため
に取組む省エネ資材や機械の導
入を支援する。

50,798,000 6,246,000 R4.7.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　燃油価格が高騰する中、省エネルギー型設備の導
入や燃費向上に向けたメンテナンス、省エネルギー
型資材導入支援を通じて燃油削減の取組みを進め
た。

45 都市政策部 都市交通政策課
タクシー事業者等緊急
支援事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響による公共交通利用者の減少下
に加え、原油価格高騰による、経
営悪化の状況において、市内公共
交通の維持に努めるバス・タクシー
事業者を支援する。

52,908,732 52,000,000 R4.7.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　迅速に支援を行ったことで、バス・タクシー事業の
存続に向けて一定の効果があった。
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46 文化スポーツ部 歴史文化課
文化施設空調改修費
（文化芸術振興費補助
金）

　安心安全に施設を利用してもらう
ために、不具合が生じる可能性が
ある空調設備を改修することで、新
型コロナウイルス感染防止対策と
して十分な換気を行うことができる
利用環境を整える。

12,357,400 6,170,000 R4.7.1 R5.1.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　不具合が生じる可能性がある空調設備について、
感染症防止対策として改修を早期に実施すること
で、感染を防止し、安心安全に施設を利用してもらう
環境を整えることができた。

47 福祉部 障がい福祉課
障害者総合支援事業
費補助金

　利用者又は職員に新型コロナウ
イルス感染者が発生した、もしく
は、濃厚接触者に対応した障害福
祉サービス等事業所が、関係者と
の緊急かつ緊密な連携の下、感染
機会を減らしつつ、必要な障害福
祉サービスを継続して提供できる
よう支援する。

2,252,000 750,000 R4.6.29 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　感染者等が発生した事業所が本補助金を活用する
ことでサービスの提供体制への影響を最小限にとど
めることができた。（4事業所6サービス）

48 保健衛生部 保健衛生総務課

自殺総合対策事業（新
型コロナウイルス感染
症セーフティネット強
化交付金）

　新型コロナウイルス感染症の経
済的影響による自殺を防ぐため
に、ＩＣＴを活用して、市民が様々な
悩みを早期に相談できる体制を構
築する。

9,134,400 2,280,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-５．生活・暮らしへ
の支援

　自殺に関連するGoogle検索に対し検索連動広告を
活用して相談を促し、メール等の相談に誘導すること
で自殺対策の推進を図った。
　R4年度広告表示数：203,229回、広告クリック数：
17,398件、メール等相談者数(実)124人。
　相談者の7割が10～30代となっており、コロナ禍に
おいて若者の孤独・孤立問題が深刻さを増している
中で、従来の相談支援事業に加えてICTを活用し相
談につながりにくい若年層も相談しやすい体制を構
築することができた。

49 保健衛生部 保健衛生総務課
新潟市総合保健医療
センター管理運営費
（感染症対策費）

　新潟市総合保健医療センターに
おける新型コロナウイルス感染症
予防のため，通常の清掃業務に加
え消毒清拭を行う。

1,205,325 1,200,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　消毒清掃を実施したことにより、急患診療センター
等における集団感染を防ぐことができた。

50 こども未来部 こども政策課
児童養護施設等感染
症対策（児童福祉事業
対策費等補助金）

　児童養護施設等での感染防止対
策等に係る経費への支援。

2,500,000 1,250,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　閉所することが出来ない児童養護施設等におい
て、新型コロナウイルス感染拡大防止に必要な物品
を購入し、継続して児童養護施設等の運営を行うこと
ができた。

51 こども未来部 こども政策課
放課後児童クラブ感染
症対策（子ども・子育
て支援交付金）

　放課後児童クラブにおいて、新型
コロナウィルス感染症対策として、
感染症対策の徹底を図りながら事
業を継続的に実施していくために
必要な消耗品や備品等の購入費
及び人件費。

64,653,000 21,550,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　新型コロナウイルス感染症対策と継続的な運営を
図るため、感染症対策に必要な物品の購入や、かか
りまし経費（職員による感染症対策に関する業務の
実施に伴う手当など）の支援を行い、感染症対策の
徹底を図りながら放課後児童クラブの運営を継続的
に実施することができた。

52 こども未来部 児童相談所

一時保護所感染症対
策・学習端末整備（児
童福祉事業対策費等
補助金）

　一時保護児童への新型コロナウ
イルス感染防止を図るため、マスク
や消毒用品を購入する。また、一
時保護所において学習端末の整
備を行い、新型コロナウイルス感
染症の影響下に対応できる環境整
備を行うため、タブレットを購入す
る。

201,614 100,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　マスクや消毒液等を購入し、一時保護所における
感染症対策の徹底を図った。

53 教育委員会 保健給食課
市立幼稚園感染症対
策（教育支援体制整備
事業費交付金）

　市立幼稚園における活動の着実
な継続のため、園児等の新型コロ
ナウイルス感染症対策に必要とな
る物品を整備する。

1,741,103 960,000 R4.6.10 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　各園において、感染対策に必要な備品・衛生用品
等を整備することで、感染リスクを抑えながら、教育
活動を円滑に継続できた。
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54 教育委員会 学務課
学校図書システム再
構築事業

　現在は市立学校の図書室内にあ
るパソコン端末により児童・生徒等
が蔵書検索等を行っているが、
GIGAスクール構想推進に伴い整
備した児童・生徒各自の学習用端
末から蔵書検索等を可能とするこ
とにより、図書室内での密を回避す
る。

24,012,458 24,010,000 R4.10.1 R4.12.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　市内167校への新システム整備が完了し、児童生
徒が自席等から学習用端末で蔵書検索が可能とな
り、利便性向上や図書室内の密回避に貢献した。

55 市民生活部 市民協働課
地域の祭り・イベント
等用具整備補助事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響により中止や縮小が余儀なくさ
れている地域の祭りやイベント等に
ついて、再開の機運を醸成し、再
開時において、地域活動のさらな
る活性化を図るため、必要な用具
の購入・修繕費用を支援する。

16,423,166 16,420,000 R4.11.1 R5.3.31
③-Ⅱ-１．安全・安心を確
保した社会経済活動の再
開

　申請があった34件のうち、全ての団体について、R5
年度に祭りやイベントが実施・再開されたことから、
十分に効果があったと言える。

56 福祉部 福祉総務課
住民税非課税世帯に
対する物価高騰対策
支援金

　コロナ禍において光熱費をはじめ
とした物価高騰の影響に加えて、こ
れから冬季に向けて需要の高まる
灯油購入費等に対する支援とし
て、家計に対する負担が大きい住
民税非課税世帯に支援金を支給
する。

1,179,870,000 398,425,000 R4.9.28 R5.3.31
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

　住民税非課税世帯など78,658世帯に対し支援金を
支給し、光熱費をはじめとした物価高騰の影響等の
負担軽減と生活の安定を図るための支援が出来た。

57 福祉部 障がい福祉課
障がい者施設等光熱
費等高騰対策支援金

　コロナ禍において原油価格・物価
高騰により光熱費、車両の燃料費
が高騰しており、障がい者施設等
の負担となっていることから、サー
ビスの業務継続と質の確保を図る
ため、障がい者施設等に対して施
設・サービス種別に応じて定額で
支援金を交付する。

117,370,000 117,000,000 R4.10.14 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　障がい者施設等に対して、支給を希望する229法人
への速やかな交付を行うことで、施設の経済的な負
担を軽減し、業務継続やサービスの質の確保に寄与
した。

58 福祉部
高齢者支援課
介護保険課

（介護特会繰出金）高
齢者施設等光熱費等
高騰対策支援金

　コロナ禍において原油価格・物価
高騰により光熱費、車両の燃料費
が高騰しており、高齢者施設等の
負担となっていることから、介護
サービスの業務継続と質の確保を
図るため、高齢者施設等に対して
施設・サービス種別に応じて定額
で支援金を交付する。

393,130,000 393,000,000 R4.10.20 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　高齢者施設等に対して、支給を希望する472法人
への速やかな交付を行うことで、施設の経済的な負
担を軽減し、業務継続やサービスの質の確保に寄与
した。

59 福祉部 福祉総務課
保護施設光熱費等高
騰対策支援金

　コロナ禍において原油価格・物価
高騰により光熱費が高騰しており、
保護施設の負担となっていること
から、サービスの業務継続と質の
確保を図るため、保護施設に対し
定額で支援金を交付する。

1,000,000 1,000,000 R4.10.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　救護施設に対して、速やかな支援を行うことで、施
設の経済的な負担を軽減し、業務継続やサービスの
質の確保に寄与した。

61 こども未来部 こども政策課
新潟市放課後児童健
全育成事業光熱費高
騰対策支援金

　コロナ禍において原油価格高騰
の影響で、児童福祉施設等の光熱
費等の負担が増えているため、施
設の業務継続を支援する。

1,890,000 1,000,000 R4.10.13 R5.3.31
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

　民設放課後児童クラブにおいて高騰した光熱費の
支援を行い、クラブの負担軽減及び業務の継続を図
ることができた。
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62 こども未来部 保育課
新潟市私立保育施設
等光熱費等高騰対策
支援金

　コロナ禍において原油価格高騰
の影響で、児童福祉施設等の光熱
費等の負担が増えているため、施
設の業務継続を支援する。

32,230,000 32,000,000 R4.10.13 R5.3.31
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

　私立保育施設等に対し速やかに支援金を交付する
ことで、施設等の負担を軽減し、運営の継続的な実
施に寄与した。

63 こども未来部 こども政策課

放課後児童クラブ感染
防止対策事業（子ど
も・子育て支援交付
金）

　放課後児童クラブにおいて新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大防
止に必要な施設の整備費用。

60,474,000 20,150,000 R4.4.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

　手洗いの自動水洗化や壁掛け扇風機の設置など、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に必要な
施設の改修を行い、感染拡大防止を図った。

65 経済部
成長産業・イノベー
ション推進課

ＤＸサポート事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響で急速に進んだテレワークをは
じめとしたデジタル化への対応や、
ＤＸによるビジネスモデルの変革、
新事業創出に向けた取り組みをは
じめ、ＤＸ推進に向けた課題解決な
ど、市内中小企業のアフターコロナ
を見据えた長期的な競争力向上を
図ることを目的として、ＤＸ人材育
成研修プログラムの実施と専門家
派遣により支援する。

23,760,000 23,760,000 R4.11.1 R5.3.15
③-Ⅰ-４．事業者への支
援

　セミナー・人材育成プログラムについては想定した
参加者数・企業数の参加が得られ、プログラム参加
者のDX推進のスキル・マインドの向上と社内におけ
るDX推進の動き出しにつなげることができ、今後も
参加企業におけるDXの推進が見込まれることから企
業のDX推進に寄与できた。
　専門家派遣については、派遣により派遣先企業の
多くで課題の明確化や解決に進展が見られ、今後も
主体的又は外部の支援があれば活動ができるとの
状況となり、外部の専門家による支援は企業のDX推
進に有効であった。

71 都市政策部 港湾空港課
新潟空港ターミナルビ
ル運営継続支援事業

　 新型コロナウイルス感染拡大の
長期化による航空需要の鈍化に加
え、原油高騰による光熱費の値上
げや国際線再開の遅れにより経営
に影響を受ける新潟空港ビル会社
に対し、ターミナルビルの運営継続
に向けた支援を行い、空港利用者
の安全性確保・利便性低下防止を
図るもの。

49,900,000 49,000,000 R4.9.29 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　空港ターミナルビルの運営が継続できたことで、新
潟空港の機能維持とともに、空港使用者の安全性確
保・利便性低下防止が図られた。
　また、広域移動手段が担保され、ビジネスや観光な
どの経済活動の停滞を回避できた。

72 都市政策部 まちづくり推進課
にいがた2㎞都市デザ
インの推進（東大通人
中心の空間づくり）

 ウィズコロナへの対応を見据え、
「にいがた２ｋｍ」の玄関口であり、
飲食店が多く出店する新潟駅前に
おいて、人中心の空間創出や賑わ
い創出イベントを地元商店街等と
連携して開催する。来街機会を創
出するとともに、滞在時間の増加に
つなげ、沿道テナントや隣接する商
店街への回遊を促すことで、東大
通周辺の飲食店支援や今後の展
開に向けたエリア全体の消費につ
なげるもの。

10,378,500 10,370,000 R4.8.29 R4.12.28
③-Ⅱ-１．安全・安心を確
保した社会経済活動の再
開

・事業期間中は歩行者通行量の増加が確認され、周
辺飲食店の支援に寄与した。
・３密の回避につながる道路空間利活用を推進する
機運を醸成した。

73 消防局 消防局総務課
消防業務感染防止資
器材整備事業

　新型コロナウイルス感染症の感
染拡大が続く中、救急業務をはじ
めとする消防業務を確実に継続す
るため、消防隊員が使用する感染
防止対策資器材（感染防止衣等）
を増強整備する。

72,008,869 72,000,000 R4.10.3 R5.3.31
③-Ⅰ-１．医療提供体制
の強化

　感染防止資器材を増強整備したことで、感染拡大
が続く中、職員の感染防止が図られ、消防業務を継
続することができた。
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74 教育委員会 学校人事課
スクール・サポート・ス
タッフ配置事業（9月以
降分）

　学校における新型コロナウイルス
感染症の感染防止体制の維持と、
消毒作業に係る教職員の負担増
加抑制のため、教員業務支援員未
配置校へスクール・サポート・スタッ
フを配置する。

77,950,990 77,950,000 R4.9.1 R5.3.31
③-Ⅰ-３．感染防止策の
徹底

・スクール・サポート・スタッフが消毒や健康観察の結
果集約の作業を担うことによって教員の業務負担が
軽減した。
・教員が、教材研究や生徒指導等の本来業務に注
力することができた。

75 環境部 環境政策課
地域再生可能エネル
ギー導入促進事業

　新型コロナウイルス感染症の収
束を見据え、地域への再エネ導入
によるエネルギーの地産地消を推
進することで地域経済の活性化を
図るなど、脱炭素社会を実現する
ための戦略を作成するとともに市
の計画の見直し等を実施するも
の。

9,174,000 9,170,000 R4.8.10 R5.3.31
③-Ⅱ-１．安全・安心を確
保した社会経済活動の再
開

　令和5年6月に、第4次新潟市地球温暖化対策実行
計画を見直しするとともに、地域脱炭素に向けたロー
ドマップを示す新潟市ゼロカーボン戦略を取りまと
め、計画に基づき、地域への再エネ導入によるエネ
ルギーの地産地消を進めた。

83 農林水産部 食と花の推進課
（と畜特会繰出金）食
肉センター経営安定化
事業

　コロナ禍において原油価格高騰
の影響で、新潟市食肉センターの
光熱費等の負担が増えているた
め、施設の業務継続を支援する。

37,495,000 37,000,000 R4.4.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に対し、光
熱費支援を実施したことにより、施設稼働停止を回
避し、施設業務を継続することができた。

84 農林水産部 食と花の推進課
にいがたを贈ろう！農
水産物産地直送支援
事業

　家族や親戚、友人等へ市内産農
水産物を贈る際の送料を支援する
ことで、市内産農水産物の需要喚
起や消費拡大につなげるとともに、
新型コロナウイルス禍で厳しい状
況にある地域経済の活性化を図
る。

17,633,770 17,630,000 R4.4.1 R5.2.28
③-Ⅰ-５．生活・暮らしへ
の支援

　直売所やオンラインショップなど、市内産農水産物
を取り扱う75の店舗が参加し、総配送件数は約8万4
千件であった。このうち9割以上が県外への配送であ
り、市内産農産物の需要喚起、消費拡大とともに魅
力発信に繋がった。

85 教育委員会 学務課
物価高騰に対応した
就学援助事業

　コロナ禍において光熱費等の物
価高騰の影響により、就学援助対
象世帯の家計に大きな負担を与え
ていることから、学用品費等の買い
控えにつながらないよう支援し、学
びの機会を保障する。

65,230,000 65,000,000 R4.12.23 R5.3.31
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

　就学援助対象世帯の家計負担を軽減する適切な
支援を実施できた。

86 教育委員会 学校支援課
高等学校入学者選抜
ウェブ出願システム負
担金

　新型コロナウイルス感染防止の
観点から接触機会を軽減するた
め、県と連携し、令和6年度入学者
選抜での導入に向け、新たに、ウェ
ブを通じて公立高等学校に出願で
きるシステムを構築し、手続きのオ
ンライン化を推進します。

2,943,600 2,940,000 R4.12.23 R5.3.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　ペーパレス化、キャッシュレス化による利便性の確
認、県との連携など、導入に向けた準備を進めること
ができた。

87 財務部 財務企画課
（病院会計繰出金）新
型コロナウイルス感染
症対応分

　新潟市民病院における新型コロ
ナウィルス感染症対応のための経
費の一部を一般会計から繰り出す
もの。

223,064,000 223,060,000 R5.1.18 R5.1.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　新型コロナウイルス感染症対策に要した経費を繰
り
入れることで、感染症対策を円滑に実施することがで
きた。

88 文化スポーツ部
文化政策課
歴史文化課
スポーツ振興課

指定管理者への光熱
費支援（文化スポーツ
施設）

　コロナ禍においてエネルギー価
格高騰により、指定管理者制度導
入施設の管理運営費に占める光
熱費の割合が急激に高くなり、施
設運営の継続が危惧されるため、
一定の光熱費を支援することで施
設の適切な管理運営を継続し、市
民サービスを維持する。

51,164,561 50,000,000 R4.12.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に対し、光
熱費支援を実施したことにより、施設稼働停止を回
避し、適切な施設の管理運営を継続することができ
た。
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89 環境部 循環社会推進課
指定管理者への光熱
費支援（廃棄物処理施
設附属施設）

　コロナ禍においてエネルギー価
格高騰により、指定管理者制度導
入施設の管理運営費に占める光
熱費の割合が急激に高くなり、施
設運営の継続が危惧されるため、
一定の光熱費を支援することで施
設の適切な管理運営を継続し、市
民サービスを維持する。

1,428,896 1,000,000 R4.4.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に対し、光
熱費支援を実施したことにより、施設稼働停止を回
避し、適切な施設の管理運営を継続することができ
た。

90 保健衛生部 保健所環境衛生課
指定管理者への光熱
費支援（斎場）

　コロナ禍においてエネルギー価
格高騰により、指定管理者制度導
入施設の管理運営費に占める光
熱費の割合が急激に高くなり、施
設運営の継続が危惧されるため、
一定の光熱費を支援することで施
設の適切な管理運営を継続し、市
民サービスを維持する。

14,757,102 14,000,000 R4.4.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に対し、光
熱費支援を実施したことにより、施設稼働停止を回
避し、適切な施設の管理運営を継続することができ
た。

91 経済部
雇用・新潟暮らし推
進課

指定管理者への光熱
費支援（新潟テルサ）

　コロナ禍においてエネルギー価
格高騰により、指定管理者制度導
入施設の管理運営費に占める光
熱費の割合が急激に高くなり、施
設運営の継続が危惧されるため、
一定の光熱費を支援することで施
設の適切な管理運営を継続し、市
民サービスを維持する。

10,141,000 10,000,000 R4.4.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に対し、光
熱費支援を実施したことにより、施設稼働停止を回
避し、適切な施設の管理運営を継続することができ
た。

92 農林水産部 食と花の推進課
指定管理者への光熱
費支援(食と花の交流
センター等）

　コロナ禍においてエネルギー価
格高騰により、指定管理者制度導
入施設の管理運営費に占める光
熱費の割合が急激に高くなり、施
設運営の継続が危惧されるため、
一定の光熱費を支援することで施
設の適切な管理運営を継続し、市
民サービスを維持する。

4,402,168 4,000,000 R4.4.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に対し、光
熱費支援を実施したことにより、施設稼働停止を回
避し、適切な施設の管理運営を継続することができ
た。

94 市民生活部 男女共同参画課
男性の育児休業取得
促進事業奨励金

　新型コロナウイルス感染症感染
拡大に伴い、働き方が変化してい
る機会をとらえ、男性の育児休業
取得促進を図る。

13,400,000 13,400,000 R4.12.1 R5.3.31
③-Ⅱ-１．安全・安心を確
保した社会経済活動の再
開

　新型コロナウイルス感染症の影響で、祖父母など
他の家族から育児への協力を得ることができない状
況の夫婦に対し、父親の育児休業取得の後押しをす
ることができた。
　男性の育児休業取得率は令和3年度に行った調査
では、24.3％であったが、令和4年度調査では32.7％
と8.4ポイント上昇し、男性の育児休業の取得及び育
児参画の促進に大きな成果があった。

96 農林水産部
農村整備・水産振興
課

土地改良区電気料金
高騰緊急対策支援事
業

　コロナ禍において農業者が構成
員となる土地改良区における農業
水利施設の電気料金が高騰してい
るため、土地改良区が負担する高
騰分の一部を補助する。

136,518,000 136,000,000 R4.4.1 R5.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に対し、電
気料金支援を実施したことにより、施設稼働停止を
回避し、適切な施設の管理運営を継続することがで
きた。

97 都市政策部 まちづくり推進課
信濃川やすらぎ堤整
備事業(トイレ洋式化）

　飛沫拡散防止対策として、利用
者の多いやすらぎ堤のトイレを和
式トイレからふた付きの洋式トイレ
に更新することで衛生環境の向上
を図る。

1,732,500 1,280,000 R4.12.20 R5.3.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　和式トイレからふた付きの洋式トイレに更新したこと
で飛沫拡散防止対策を行うことができた。
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98 こども未来部 こども政策課
新潟市放課後児童健
全育成事業光熱費高
騰対策支援金

　コロナ禍において原油価格高騰
の影響で、児童福祉施設等の光熱
費等の負担が増えているため、施
設の業務継続を支援する。

3,300,000 3,000,000 R4.4.1 R5.3.31
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

　放課後児童クラブ（ひまわりクラブ）において高騰し
た光熱費の支援を行い、クラブの負担軽減及び業務
の継続を図ることができた。

99 こども未来部 こども政策課
こども創造センター光
熱水費対策支援金

　コロナ禍において原油価格高騰
の影響で、こども創造センターの光
熱費等の負担が増えているため、
施設の業務継続を支援する。

1,545,000 1,000,000 R4.4.1 R5.3.31
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

　こども創造センターにおいて高騰した光熱費の支援
を行い、施設の負担軽減及び業務の継続を図ること
ができた。

42 経済部 企業誘致課
再生可能エネルギー
導入促進事業

　コロナ禍におけるエネルギー価
格高騰に直面する市内中小製造
事業者等に対し、専門家による相
談体制を構築するとともに、製造事
業者が単独又は発電事業者と連
携して取り組む太陽光発電設備導
入を支援する。

481,568,271 469,136,000 R4.7.1 R6.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　専門家による相談受付事業を17社、太陽光発電設
備導入支援事業を26社が活用し、コロナ禍における
エネルギー価格高騰に直面する市内製造事業者の
課題解決に繋がった。

44 農林水産部 農林政策課
化学肥料低減・有機質
肥料活用促進事業

　コロナ禍における肥料価格の高
騰を踏まえ、有機質肥料の利活用
を推進し環境保全型農業の取組み
を拡大することで、農業者の肥料コ
ストを低減し、農業者の経営継続を
支援する。

11,281,000 10,683,000 R4.7.1 R5.5.23
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

　化学肥料の価格高騰により、経営コストが増加して
いたが、化学肥料の使用を減らし有機質肥料の活用
を促すことで生産費に占める肥料費の削減と環境保
全型農業の拡大を支援することができた。

66 経済部 商業振興課
地域のお店応援商品
券発行事業

　コロナ禍において原油価格・物価
高騰等に直面している生活者や地
域のお店の応援と消費喚起。

1,242,209,833 1,216,390,000 R4.10.6 R5.10.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　多くの地域店に参加いただいていた。＜第2弾：
5,001店舖、第3弾：5,308店舖、第4弾：5,471店舗＞
　発行総額59.6億円、消費総額の推計68.0億円と流
通額ベースでは、当初計画を達成。
　アンケートに基づく消費額データを新潟県が公表し
ている産業連関表を用いて推計した結果、プレミアム
9.9億円に対して、地域内において27.6億円の消費喚
起効果がみられた。

67 経済部 商業振興課
地域を支える商店街
支援事業

　新型コロナウイルス感染症の影
響を大きく受ける商店街が行う、消
費の喚起と継続的利用につなげる
ための感染対策や集客回復のた
めの様々な活動を支援する。

108,123,141 105,424,000 R4.11.1 R6.3.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響によ
る売上減や来客数減を受け、商店街団体の財源の
みで事業を実施することが難しい中で、88件の事業
実施を支援した。
　商店街独自の商品券発行事業や、集客イベント事
業、魅力発信事業等に活用され、消費喚起と継続的
な利用促進を後押しすることができた。

68 農林水産部 農林政策課
肥料コスト低減支援事
業

　コロナ禍における肥料価格の高
騰に伴い農業経営に影響が生じて
いることから、国が実施する農業者
の肥料コスト上昇分を補てんする
支援金事業「肥料高騰対策支援
金」に上乗せ支援することとし、化
学肥料低減の取組みを推進すると
ともに、持続可能な農業の拡大を
図る。

83,470,180 80,000,000 R4.11.4 R6.3.31
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

　海外原料に依存している化学肥料の低減や、堆肥
等の国内資源の活用を進めるための取組を行う農
業者に対し、肥料コストの上昇分の一部を支援する
ことができた。
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69 農林水産部 農林政策課
食料供給力向上支援
事業

　コロナ禍における食品産業で使
用される輸入原材料の価格高騰へ
の対応や、肥料等の価格高騰に対
応した生産体制の確保に向け、令
和5年産の生産を拡大する農業者
を支援し、食料供給力の向上を図
る。

29,282,000 20,000,000 R4.11.1 R6.3.31
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

　食料供給力向上に向けて、市内産農産物8品目に
ついて生産拡大を図る支援が実施できた。

76 観光・国際交流部 観光推進課 ＭＩＣＥ誘致補助金

　公益財団法人新潟観光コンベン
ション協会と連携し、開催補助金の
増額や参加者数要件の緩和など、
補助制度を拡充し、引き続き誘致
活動を展開するほか、安心安全な
大会・会議等の開催に向け、主催
者が講じる感染症対策を支援す
る。

65,775,403 65,775,000 R5.4.1 R6.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　コロナ禍収束にあたり、開催件数・交付件数も増加
傾向にある。引き続き国際的・大規模なMICE誘致を
進めていくとともに、ホテル開催の小規模MICE誘致
を進め、支援を続ける。

77 経済部 企業誘致課
デジタル技術活用促
進補助金

　アフターコロナの経済社会におい
て、企業が成長するためのデジタ
ル投資への支援によりデジタル技
術の活用を促進させることで、市内
中小企業の付加価値及び生産性
の向上を図り、本市産業の活性化
を図る。

7,779,000 7,779,000 R5.3.1 R6.3.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　アフターコロナの経済社会において、企業が成長す
るためのデジタル投資を12社支援し、42.0％の付加
価値額向上に繋がった。

79 経済部
雇用・新潟暮らし推
進課

新規採用活動支援事
業

　新型コロナウイルス感染拡大に
より新規学卒者への採用広報活動
に影響が生じた中小企業の人材確
保を図る。

19,583,000 19,583,000 R5.4.1 R6.3.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　市内中小企業２７社がリクルーター養成講座に参
加し、また、１０社がインターンシッププログラムを作
成する個別コンサルティングを受講し、市内中小企
業の人材確保に寄与することができた。

80 経済部
雇用・新潟暮らし推
進課

移住促進特別支援事
業

　新型コロナウイルス感染症を契
機に、働き方の変化や地方暮らし
に対する関心の高まりがあること
から、大都市圏から本市へ一定要
件を満たして移住した方等に支援
金を交付することで、本市への移
住・定住促進及び中小企業等にお
ける人材不足の解消を図る。

64,807,590 64,807,000 R5.4.1 R6.3.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　移住促進特別支援金を活用して本市へ移住した人
数は203人(R4:46人,R5:157人)であり、本市の中小企
業等における人材不足の解消に寄与できたと考えら
れる。

81 農林水産部 農林政策課
畜産飼料価格高騰対
策事業

　新型コロナウイルス感染症や、ウ
クライナ情勢、為替環境の変化等
が重なり、飼料価格の高騰が続き
畜産農家の経営は厳しい状況と
なっていることから、配合飼料価格
の上昇に備える配合飼料価格安定
制度（以下、「安定制度」という。）
への加入を支援するとともに、飼料
価格高騰の影響が大きく、経営が
ひっ迫している酪農家の負担を軽
減し、経営維持を図る。

27,579,678 20,202,000 R5.3.8 R6.3.31
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

　畜産農家への負担軽減のため、配合飼料価格安
定制度の積立金支援と、酪農飼料価格高騰支援を
実施したことにより、経営安定化を図ることができた。
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82 農林水産部 農林政策課
農地の受け手拡大支
援金事業

　新型コロナウイルス感染症や、ウ
クライナ情勢、為替環境の変化等
が重なり、肥料や農薬等生産に必
要な資材の高騰が続いており、農
業者は農産物価格の低迷と併せて
大きな影響をうけている。このよう
な環境の中、農地集積・集約化を
行い、生産性向上とコスト低減に取
り組む農地の借り手（利用権設定
を受ける者）に対して経営安定化に
向けた支援を行う。

44,872,562 40,000,000 R5.4.1 R6.3.31
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

　認定農業者等への農地集積を促進させることがで
きた。

95 総務部
デジタル行政推進課
情報システム課

行政手続オンライン化
推進事業（インター
ネットセキュリティシス
テム運用事業）

　庁内からのインターネット利用方
式を、より利便性が高く効率的なシ
ステムとして再構築することで行政
事務の効率化を図る。
　また、オンライン化に対応する手
続を拡大するため、新たな電子申
請システムを導入するとともに、市
民目線で分かりやすく、使いやす
い手続となるよう、専門家の支援を
受けて改善を図る。

161,826,422 161,824,000 R4.4.1 R6.3.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　職員が個々の端末からインターネットにアクセスす
る環境を整備したことで、端末の非共有やWeb会議
が促進され、職員同士や事業者との接触機会を低減
できている。
　また、令和5年6月より新たな電子申請システムを稼
働させて以降、オンラインで申請できる手続が増加し
ているほか、市民向けのサービスを中心に業務の作
り直しを進めたことで、今後、市民の来庁を伴う申請
や問い合わせの減少が見込まれる。
　加えて、電子申請システムの利用者側テストも個々
の端末からインターネットでできることから、オンライ
ンで申請できる手続を作成しやすい環境となった。

101 こども未来部 こども家庭課
妊娠出産子育て支援
交付金

　新型コロナウイルス感染症や物
価高騰の影響が長引く中、支援の
手薄な0歳～2歳の低年齢期に焦
点を当てて、妊娠時から出産・子育
てまで一貫した伴走型支援と経済
的支援を一体として実施する。

589,247,783 95,470,000 R5.2.13 R6.3.31
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

　対象者へ案内を発送し、経済的支援として出産応
援ギフト6,698件、子育て応援ギフト4,112件を支給す
るとともに、アンケートの記載内容から支援の必要な
方へ伴走型支援を実施し、新型コロナウイルス感染
症や物価高騰に苦しむ妊娠・子育て世帯への支援を
することができた。

8,375,967,995 5,788,147,000合計
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